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1　�内閣府公共サービス改革推進室�
からの説明及び報告
冒頭、内閣府公共サービス改革推進室宮本陽介参
事官補佐より、同室は国や独立行政法人の市場化テ
スト実施の事務局機能を果たす部署であり、公金債
権回収業務の分野においても、国民年金の収納業務
の民間委託等の市場化テストを担当しているとの説
明がありました。なお、辻崇成参事官補佐は弁護士
であり、現在、同室に任期付公務員として出向して
いるとのことです。
同室は、多くの自治体において地方税法や国民健
康保険料等の滞納状況が改善されていない現実を踏
まえ、公金債権回収業務における官民連携のあり方
について、国の取組みを参考として自治体向けの手
引きを作成しているとのことであり、この手引きの
紹介がありました。そのなかで、公金債権回収業務
の民間委託に関わる関係法令の整理のほか、各債権
の種類ごとに民間委託の可能な業務の例の紹介や、
民間委託の際の留意事項として公平性の確保や滞納
者に対する福祉的な観点からの配慮が必要との点が
指摘されました。
そして、民間委託によって自治体職員がその業務
を民間に任せきりにするのではなく、自治体職員自
ら、研修等を通じて債権管理に関する基礎知識等の
習得に努め、問題解決能力を向上させていく必要が

ある点が強調されました。
そのほか参考事例として、自治体における公金債
権回収の取組状況について事例報告がありました。

2　大阪弁護士会からの取組報告
大阪弁護士会からは、これまでの自治体債権管理
回収に関する大阪弁護士会の取組みの紹介及び自治
体債権管理回収の民間委託のあり方に関する提言が
なされました。
まず、久保井聡明委員からは、大阪弁護士会の組
織の紹介とともに、大阪弁護士会の行政連携のこれ
までの経過を紹介するとともに、行政問題委員会や
弁護士業務改革委員会の委員が中心となって、平成
21 年度には「地方公務員の債権管理・回収マニュ
アル」（第一法規）や、平成 22 年度には「Q&A 自
治体の私債権管理・回収マニュアル」（ぎょうせ
い）の出版、自治体外郭団体の債権管理回収業務の
受託、自治体職員向け研修への講師派遣などの各種
実績について報告がありました。
続いて、木虎孝之委員からは、債権管理回収業務
の受託案件について、その具体的受託内容について
報告があり、受託前の単年度平均回収率（2.4％）が、
受託後には大幅に上昇したこと（12.3％）等の報告
がなされました。
そして、岸本佳浩委員から、自治体における債権
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回収業務における民間委託の留意点について意見が
出されました。民間委託の場合の委託前後の収納率
比較に潜む問題点、委託時の情報開示のあり方、業
者選定の際の留意点のほか、完全成功報酬制による
民間委託が生み出す住民負担の不公平・モラルハザ
ード、住民訴訟リスク等の弊害についての指摘がな
されました。そして、債権回収の民間委託にあたっ
ては、収納率アップのほか公平な債権回収、適正な
不良債権整理、職員の専門性向上という目的を明確
にし、委託業者に対しては完全成功報酬制ではなく
着手金報酬金方式又は手数料方式を原則とすべき等
の指摘がありました。

3　意見交換
その後の意見交換では、公金債権回収業務の官民

連携のベストミックスは多種多様であり、安易な民
間委託は慎み、委託の目的を明確にすることが重要
であること、民間委託によって民間業者に任せきり
とするのではなく、自治体職員の専門性の維持向上
が重要であるとの問題意識が共有されました。
また、民間委託の報酬体系については、内閣府公

共サービス改革推進室からは、発注者の視点に立っ
た場合の報酬体系の評価について解説が加えられ、
意見交換会の場では、完全成功報酬制は民間委託を
導入する際の過渡的な措置にすぎず、いずれその弊
害が認識されてくれば、着手金報酬金方式又は手数
料方式に移行する事例が増えてくるのではないかと
いうことが確認されました。
そして、内閣府公共サービス改革推進室から、現
在、国と自治体との間で実施している研究会を、今
後、関西においても開催し、大阪弁護士会がプレゼ
ンターとして参加し、公金債権回収業務の官民連携
のあるべき姿や報酬体系について提言するのはどう
かとの前向きな提案もなされました。

本意見交換会では、限られた時間のなか、上記の
ほかにも活発な意見交換がなされました。そして、
公金債権回収分野における官民連携のあり方につい
て、内閣府公共サービス改革推進室との間で、今後
も引き続き情報交換を行っていくことを確認し、大
阪弁護士会として行政連携の取組みを今後さらに拡
大・深化させるうえで、大変重要な一歩を進める機
会となりました。
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